
４ 実労働日数、実労働時間数

(1) 実労働日数

平成21年７月の実労働日数は、21.9日（中小企業22.0日、大企業21.6日）である。

産業別にみると、中小企業は「宿泊業，飲食サービス業 、大企業は「建設業」で最も」

多くなっている （第19表）。

(2) 実労働時間数

平成21年７月の実労働時間数は、総実労働時間数は176.5時間（中小企業

176.6時間、大企業176.4時間) であり、その内訳は所定内167.9時間、所定外8.6時間

となっている。産業別にみると、中小企業、大企業とも所定外が長い「運輸業，郵便

業」が最も長くなっている （第19表）。

第19表 月間実労働日数、実労働時間数

　　（　　　）は前年の数値

総実労働時間数 所定内労働時間数 所定外労働時間数

日 時間 時間 時間

 規　模　計 21.9 176.5 167.9 8.6
(22.1) (180.0) (169.3) (10.8)

 中小企業計 22.0 176.6 168.6 8.0
(22.3) (180.9) (170.5) (10.5)

　建　設　業 22.6 180.0 172.1 8.0
　製　造　業 21.3 173.1 165.5 7.7
　情報通信業 21.6 185.8 172.3 13.5
　運輸業，郵便業 22.1 191.9 171.8 20.1
　卸売業，小売業 22.3 176.2 170.0 6.2
　金融業，保険業 21.5 171.1 166.2 4.8
　宿泊業，飲食サービス業 22.9 183.9 169.8 14.0
　生活関連サービス業，娯楽業 22.5 175.4 169.4 5.9
　医療，福祉 21.4 167.2 164.2 2.9
　複合サービス事業 22.4 169.6 167.5 2.1
　サービス業 22.2 175.1 168.1 7.0

 大企業計 21.6 176.4 165.7 10.7
(21.5) (176.9) (165.1) (11.8)

　建　設　業 22.7 196.0 176.5 19.6
　製　造　業 20.7 173.1 161.5 11.6
　情報通信業 21.4 179.2 167.1 12.2
　運輸業，郵便業 22.2 215.4 173.7 41.7
　卸売業，小売業 21.9 175.7 167.8 7.9
　金融業，保険業 21.5 175.7 161.5 14.4
　宿泊業，飲食サービス業 22.3 181.3 172.7 8.6
　生活関連サービス業，娯楽業 21.9 174.0 167.1 7.0
　医療，福祉 21.3 167.3 163.0 4.3
　複合サービス事業 22.0 168.3 165.0 3.3
　サービス業 21.6 177.9 164.6 13.4

区  　分 実労働日数
実　労　働　時　間　数





５ 所 定 労 働 時 間

(1) 日・週・年所定労働時間

年所定労働時間は、1978時間49分となっている。規模別にみると、中小企業は2,004

時間43分、大企業は1,893時間11分で中小企業の方が長くなっている。産業別にみる

と、中小企業では「運輸業，郵便業 、大企業では「宿泊業，飲食サービス業」が長く」

なっている （第20表）。

第20表 日所定・週所定・年所定労働時間

（時間：分） （時間：分） （時間：分）

産 業 計 規模計 7:40 38:42 1978:49
中小企業 7:42 39:02 2004:43
大企業 7:33 37:35 1893:11

建設業 中小企業 7:41 39:23 2028:46
大企業 7:53 39:03 1902:14

製造業 中小企業 7:47 39:02 2012:43
大企業 7:53 38:20 1931:42

情報通信業 中小企業 7:58 39:22 1970:56
大企業 7:52 39:22 1937:46

運輸業，郵便業 中小企業 7:51 39:36 2048:05
大企業 7:52 39:27 2039:15

卸売業，小売業 中小企業 7:30 38:23 1974:34
大企業 7:19 36:39 1871:36

金融業，保険業 中小企業 7:47 38:52 1897:23
大企業 7:28 36:56 1829:18

宿泊業，飲食サービス業 中小企業 7:22 37:41 1956:23
大企業 7:41 39:36 2062:43

生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 7:37 39:22 2023:41
大企業 7:40 38:55 1984:19

医療、福祉 中小企業 7:52 39:15 1979:30
大企業 7:50 38:38 1938:08

複合サービス事業 中小企業 7:38 38:29 1981:32
大企業 7:37 37:32 1853:16

サービス業 中小企業 7:42 39:10 2003:52
大企業 7:37 38:18 1910:51

日所定 週所定 年所定区　分



(2) １日の所定労働時間

１日の所定労働時間は、７時間40分となっている。規模別にみると、中小企業は７

時間42分、大企業は７時間33分で中小企業の方が長くなっている。産業別にみると、

中小企業では「情報通信業 、大企業では「建設業」及び「製造業」が長くなっている。」

（第21表、第10図）

第21表 １日の所定労働時間

第10図 １日の所定労働時間別事業所割合
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6:30 7:00 7:30 8:01
～ ～ ～ ～ 8:00 ～
6:29 6:59 7:29 7:59

 産   業   計 規 模 計 7時間 40分 2.6 0.4 9.6 44.8 42.1 0.5
(7時間 41分 )

中小企業 7時間 42分 2.0 0.3 7.1 46.5 43.6 0.5
(7時間 41分 )

大 企 業 7時間 33分 4.5 0.5 18.1 39.2 37.2 0.5
(7時間 43分 )

　建　設　業 中小企業 7時間 41分 - - 7.5 57.9 34.6 -
大  企 業 7時間 53分 - - - 25.0 75.0 -

　製　造　業 中小企業 7時間 47分 0.6 - 5.1 50.4 43.4 0.6
大  企 業 7時間 53分 - - - 35.3 64.7 -

　情報通信業 中小企業 7時間 58分 - - - 11.1 88.9 -
大  企 業 7時間 52分 - - - 50.0 50.0 -

　運輸業，郵便業 中小企業 7時間 51分 - - 5.6 40.4 49.4 4.5
大  企 業 7時間 52分 - - - 40.0 60.0 -

　卸売業，小売業 中小企業 7時間 30分 7.4 1.2 8.5 39.9 43.0 -
大  企 業 7時間 19分 12.1 0.7 10.0 35.7 40.7 0.7

　金融業，保険業 中小企業 7時間 47分 - - 5.6 55.6 38.9 -
大  企 業 7時間 28分 - - 64.6 31.6 3.8 -

　宿泊業，飲食サービス業 中小企業 7時間 22分 10.0 - 20.0 50.0 20.0 -
大  企 業 7時間 41分 - 16.7 - 33.3 50.0 -

　生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 7時間 37分 - - 13.6 54.5 31.8 -
大  企 業 7時間 40分 - - 22.2 33.3 38.9 5.6

　医療，福祉 中小企業 7時間 52分 - - 6.5 19.5 73.2 0.8
大  企 業 7時間 50分 - - 1.7 38.3 60.0 -

　複合サービス事業 中小企業 7時間 38分 - - - 77.8 22.2 -
大  企 業 7時間 37分 - - - 81.8 18.2 -

　サービス業 中小企業 7時間 42分 2.4 1.2 7.3 47.6 41.5 -
大  企 業 7時間 37分 5.3 - 10.5 68.4 15.8 -

区        分

1日の所定労働時間別事業所割合
所定
労働時間

単位：％、（　　　）は前年の数値



(3) 週所定労働時間

週所定労働時間は、38時間42分となっている。規模別にみると、中小企業は39時間

02分、大企業は37時間35分で中小企業の方が長くなっている。産業別にみると、中小

企業では「運輸業，郵便業 、大企業では「宿泊業，飲食サービス業」が長くなってい」

る。週所定労働時間別の事業所の割合をみると、中小企業では38時間以上39時間59分

。以下が47.6％と最も多く、大企業では37時間59分以下が48.7％と最も多くなっている

（第22表、第11図）

週所定労働時間を労働組合の有無別にみると、中小企業、大企業とも労働組合の有

る事業所の方が短くなっている （第23表）。

第22表 週所定労働時間

38:00 40:01 42:00 44:01
～ ～ 40:00 ～ ～ 44:00 ～
37:59 39:59 41:59 43:59

 産　 業　 計 規 模 計 38時間42分 23.1 41.7 32.5 1.1 0.6 0.4 0.6
(38時間44分)

中小企業 39時間02分 15.3 47.6 33.6 1.4 0.8 0.5 0.6
(38時間50分)

大 企 業 37時間35分 48.7 21.9 28.9 - - - 0.5
(38時間22分)

　建　設　業 中小企業 39時間23分 10.3 63.9 22.1 1.6 0.6 0.6 0.9
大 企 業 39時間03分 25.0 12.5 62.5 - - - -

　製　造　業 中小企業 39時間02分 16.3 53.5 29.3 0.6 - 0.3 -
大 企 業 38時間20分 41.2 11.8 47.1 - - - -

　情報通信業 中小企業 39時間22分 11.1 22.2 66.7 - - - -
大 企 業 39時間22分 - 50.0 50.0 - - - -

　運輸業，郵便業 中小企業 39時間36分 10.1 42.7 43.8 1.1 2.2 - -
大 企 業 39時間27分 20.0 26.7 53.3 - - - -

　卸売業，小売業 中小企業 38時間23分 17.4 38.8 37.6 1.6 1.9 1.6 1.2
大 企 業 36時間39分 39.3 30.0 30.0 - - - 0.7

　金融業，保険業 中小企業 38時間52分 27.8 38.9 33.3 - - - -
大 企 業 36時間56分 93.7 2.5 3.8 - - - -

　宿泊業，飲食サービス業 中小企業 37時間41分 23.3 30.0 43.3 - 3.3 - -
大 企 業 39時間36分 16.7 50.0 33.3 - - - -

　生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 39時間22分 13.6 45.5 31.8 4.5 4.5 - -
大 企 業 38時間55分 22.2 27.8 44.4 - - - 5.6

　医療，福祉 中小企業 39時間15分 15.4 22.8 60.2 1.6 - - -
大 企 業 38時間38分 40.0 16.7 43.3 - - - -

　複合サービス事業 中小企業 38時間29分 33.3 55.6 - 11.1 - - -
大 企 業 37時間32分 72.7 18.2 9.1 - - - -

　サービス業 中小企業 39時間10分 23.2 40.2 30.5 3.7 - - 2.4
大 企 業 38時間18分 31.6 52.6 15.8 - - - -

単位：％、（　　　）は前年の数値

区　　　分 所定労働時間

週 所 定 労 働 時 間 別 事 業 所 割 合



第11図 週所定労働時間別事業所割合

第23表 労働組合有無別週所定労働時間
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(4) 変形労働時間制の採用状況

変形労働時間制を採用している事業所の割合は70.3％で、規模別にみると、中小企

業は71.5％、大企業は66.1％となっている。また、対象事業所の48.6％が「１年単位

の変形労働時間制」を採用している （第24表、第12図）。

第24表 変形労働時間の形態別事業所

注：変形労働時間制の計は、複数の変形制を実施している事業所があり、内訳を合計した
パーセンテージと一致しないことがある。

          単位：％

 変 形 労 働 時 間 制 あ り

計 １ヶ月単位 １年単位 フレックスタイム その他

％ ％ ％ ％

産　 業　 計 規 模 計 100.0 70.3 21.0 48.6 3.2 0.8 29.7
中小企業 100.0 71.5 15.3 56.1 2.1 1.0 28.5
大 企 業 100.0 66.1 39.9 23.9 6.8 0.3 33.9

　建　設　業 中小企業 100.0 76.9 3.7 73.5 0.6 - 23.1
大 企 業 100.0 37.5 6.3 12.5 25.0 - 62.5

　製　造　業 中小企業 100.0 72.1 7.6 64.5 2.3 - 27.9
大 企 業 100.0 47.1 11.8 29.4 11.8 - 52.9

　情報通信業 中小企業 100.0 88.9 11.1 44.4 55.6 - 11.1
大 企 業 100.0 66.7 - 16.7 50.0 - 33.3

　運輸業，郵便業 中小企業 100.0 91.0 25.8 68.5 5.6 - 9.0
大 企 業 100.0 93.3 33.3 73.3 - - 6.7

　卸売業，小売業 中小企業 100.0 60.8 18.6 40.7 0.4 3.4 39.2
大 企 業 100.0 82.9 47.9 33.6 5.0 - 17.1

　金融業，保険業 中小企業 100.0 27.8 5.6 5.6 16.7 - 72.2
大 企 業 100.0 29.1 24.1 2.5 2.5 - 70.9

　宿泊業，飲食サービス業 中小企業 100.0 80.0 23.3 50.0 - 13.3 20.0
大 企 業 100.0 100.0 50.0 66.7 - 16.7 -

  生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 100.0 72.7 40.9 31.8 - - 27.3
大 企 業 100.0 66.7 44.4 22.2 5.6 - 33.3

　医療，福祉 中小企業 100.0 69.1 43.9 27.6 2.4 - 30.9
大 企 業 100.0 78.3 61.7 16.7 1.7 - 21.7

　複合サービス事業 中小企業 100.0 77.8 11.1 66.7 - - 22.2
大 企 業 100.0 54.5 22.7 27.3 13.6 - 45.5

　サービス業 中小企業 100.0 68.3 22.0 50.0 1.2 - 31.7
大 企 業 100.0 78.9 63.2 15.8 21.1 - 21.1

変形労
働時間
制なし

事業所計区     分



第12図 変形労働時間制の採用状況

注：変形労働時間制の計は、複数の変形制を実施している事業所があり、内訳を合計し
たパーセンテージと一致しないことがある。
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６ 休 日

(1) 週休制の概況

何らかの週休２日制を採用している事業所の割合は96.9％となっている。また、対象

事業所全体の58.2％が「完全週休２日制」を採用している 「完全週休２日制」の採用。

状況をみると、規模および産業別の格差が大きくなっている （第25表）。

週休制の形態別に適用労働者をみると、何らかの週休２日制の適用を受ける労働者は、

全労働者の97.9％となっている。また 「完全週休２日制」の適用を受ける労働者は、、

全体の69.1％となっている （第26表）。

労働組合の有無別にみると、何らかの週休２日制の採用率は、中小企業では労働組

合の有る事業所で97.8％、無い事業所で96.1％となっている。一方、大企業では労働

組合の有る事業所で99.2％、無い事業所で98.7％となっている。

また 「完全週休２日制」についても、中小企業、大企業ともに労働組合の有る事業、

所の方が採用率が高くなっている （第27表）。

第25表 週休制の形態別事業所割合（産業別）

注１： その他」とは週休１日制、週休１日半制など、何らかの週休２日制でないもの「

をいう。

注２：本調査では 「１年単位の変形労働時間制」を採用している事業所については、年間、

休日総数を基に週休制の形態を区分している。(例:「年間休日総数105日以上」であ

れば 「完全週休２日制」と区分する)、

単位：％

計 完　全 月３回 隔　週 月２回 月１回

 規　模　計 100.0 96.9 58.2 30.0 5.5 1.9 1.3 3.1
 中小企業計 100.0 96.3 50.5 35.0 6.8 2.4 1.6 3.7
　建　設　業 100.0 98.4 35.2 49.2 12.1 1.6 0.3 1.6
　製　造　業 100.0 98.9 64.5 29.6 3.1 1.7 - 1.1
　情報通信業 100.0 100.0 100.0 - - - - -
　運輸業，郵便業 100.0 93.3 47.2 36.0 9.0 - 1.1 6.7
　卸売業，小売業 100.0 92.8 40.7 36.5 7.6 4.6 3.4 7.2
　金融業，保険業 100.0 100.0 100.0 - - - - -
　宿泊業，飲食サービス業 100.0 86.7 30.0 36.7 13.3 3.3 3.3 13.3
　生活関連サービス業，娯楽業 100.0 90.9 22.7 36.4 9.1 - 22.7 9.1
　医療，福祉 100.0 95.9 74.0 16.3 0.8 3.3 1.6 4.1
　複合サービス事業 100.0 88.9 33.3 55.6 - - - 11.1
　サービス業 100.0 96.3 50.0 32.9 6.1 4.9 2.4 3.7

 大企業計 100.0 99.0 83.9 13.3 1.0 0.3 0.5 1.0
　建　設　業 100.0 100.0 100.0 - - - - -
　製　造　業 100.0 100.0 100.0 - - - - -
　情報通信業 100.0 100.0 100.0 - - - - -
　運輸業，郵便業 100.0 100.0 80.0 20.0 - - - -
　卸売業，小売業 100.0 100.0 74.3 24.3 - 0.7 0.7 -
　金融業，保険業 100.0 100.0 100.0 - - - - -
　宿泊業，飲食サービス業 100.0 100.0 33.3 50.0 - - 16.7 -
　生活関連サービス業，娯楽業 100.0 100.0 55.6 27.8 16.7 - - -
　医療，福祉 100.0 96.7 91.7 3.3 1.7 - - 3.3
　複合サービス事業 100.0 95.5 86.4 9.1 - - - 4.5
　サービス業 100.0 94.7 73.7 21.1 - - - 5.3

区　　　分
何らかの週休２日制

その他事業所
計



第26表 週休制の形態別適用労働者

第13図 完全週休２日制の規模別採用事業所割合

第27表 労働組合の有無別週休制の採用状況（事業所割合）
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単位：％

計 完　全 月３回 隔　週 月２回 月１回

計 100.0 97.9 69.1 23.4 3.2 1.4 0.8 2.1

中小企業 100.0 97.3 59.5 30.3 4.3 2.2 1.2 2.7

大 企 業 100.0 98.9 87.5 10.3 1.0 0.0 0.1 1.1

その他

適
用
労
働
者

区   分 合 計
何らかの週休２日制

単位：％

計 完　全 月３回 隔　週 月２回 月１回

労 組 有 100.0 97.8 67.4 26.7 1.5 1.5 0.7 2.2

労 組 無 100.0 96.1 48.6 35.9 7.4 2.5 1.7 3.9

労 組 有 100.0 99.2 89.6 9.6 - - - 0.8

労 組 無 100.0 98.7 74.5 19.5 2.7 0.7 1.3 1.3

その他

大
企業

区   分 合 計
何らかの週休２日制

中小
企業



(2) 休日数

年間休日数は、中小企業が103.3日、大企業が114.3日で、大企業の方が11.0日多く

なっている。産業別にみると、休日が最も多いのは中小企業が「金融業，保険業」で

121.6日、大企業が「建設業」で122.8日となっている （第28表）。

第28表 年間休日数

単位：日

年間休日数

 産 　業 　計 規 模 計 105.9
中小企業 103.3
大 企 業 114.3

　建　設　業 中小企業 99.6
大 企 業 122.8

　製　造　業 中小企業 106.3
大 企 業 119.9

　情報通信業 中小企業 118.0
大 企 業 119.0

　運輸業，郵便業 中小企業 101.9
大 企 業 105.9

　卸売業，小売業 中小企業 98.8
大 企 業 108.8

　金融業，保険業 中小企業 121.6
大 企 業 121.6

　宿泊業，飲食サービス業 中小企業 100.7
大 企 業 94.5

　生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 97.6
大 企 業 105.7

　医療，福祉 中小企業 112.2
大 企 業 117.8

　複合サービス事業 中小企業 105.3
大 企 業 118.3

　サービス業 中小企業 104.3
大 企 業 116.8

区       分



(3) 連続休暇

各時季における３日以上の連続休暇の平均日数は、年末年始が中小企業で5.8日、

大企業で5.1日、ゴールデンウィークが中小企業で4.6日、大企業で4.8日、夏季休暇が

中小企業で4.2日、大企業で5.0日となっている （第29表)。

第29表 連続休暇（３日以上）の平均日数

注：調査対象となった「宿泊業，飲食サービス業」の大企業は、夏季休暇を実施している

事業所がなかった。

単位：日

年末年始 ゴールデンウィーク
夏季休暇
(お盆休みを含む)

 産 　業 　計 規 模 計 5.7 4.6 4.3
中小企業 5.8 4.6 4.2
大 企 業 5.1 4.8 5.0

　建　設　業 中小企業 6.2 4.6 4.1
大 企 業 5.8 5.3 5.0

　製　造　業 中小企業 6.3 4.9 4.5
大 企 業 6.6 5.9 6.8

　情報通信業 中小企業 5.6 5.0 5.0
大 企 業 6.4 5.5 5.0

　運輸業，郵便業 中小企業 5.2 4.5 3.9
大 企 業 5.8 4.2 3.3

　卸売業，小売業 中小企業 5.1 4.3 4.1
大 企 業 5.9 4.5 5.6

　金融業，保険業 中小企業 4.4 4.8 3.9
大 企 業 4.1 5.0 6.0

　宿泊業，飲食サービス業 中小企業 4.4 4.0 3.8
大 企 業 5.0 3.0 -

　生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 4.8 4.0 4.0
大 企 業 4.7 4.0 3.5

　医療，福祉 中小企業 5.2 4.4 3.6
大 企 業 4.8 4.5 3.3

　複合サービス事業 中小企業 5.7 4.5 4.0
大 企 業 4.1 4.6 3.0

　サービス業 中小企業 5.6 4.6 4.3
大 企 業 5.6 5.1 3.8

区       分


